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ABSTRACT
In recent years, Japan has consolidated container handling functions into a 
small number of hub ports in the Keihin （Tokyo, Yokohama and Kawasaki） 
and Hanshin （Osaka and Kobe） regions. This makes it important to evaluate 
the role of small and medium-sized container ports situated near hub ports and 
stimulate their economic activity. In this paper, based on ﬁeld surveys in Savona 
and Marina di Carrara in Italy, where the landlord port authority model has been 
in place since 1994, I want to consider the ideal governance of small and medium-
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フランス ダンケルク 215000 6645 32.4 フランス最大のル・アーブル港の北東約 250km
クロアチア リエカ 168761 9100 18.5 クロアチア唯一最大のコンテナ港
リトアニア クライペダ 373263 39955 9.3 リトアニア唯一最大のコンテナ港
オランダ アムステルダム 435129 52829 8.2 オランダ最大のロッテルダム港の北東約 60km
イタリア サヴォナ 252837 36905 6.9 イタリア 2位のジェノヴァ港の西南西約 35km
ベルギー ヘント 64528 9900 6.5 ベルギー最大のアントワープ港の西南西約 50km
米国 タンパ 44265 6976 6.3 フロリダ半島最大のマイアミ港の北北西約 200km
米国 モービル 129119 22967 5.6 米国のメキシコ湾岸で最大のヒューストン港の東約 700km
ノルウェー ベルゲン 101930 18594 5.5 ノルウェー最大のオスロ港の西約 300km
日本 常陸那珂 13581 2928 4.6 日本最大の東京港の北東約 110km
スロベニア コペル 353880 85742 4.1 スロベニア唯一最大のコンテナ港
フランス パリ 300000 95000 3.2 フランス最大のル・アーブル港の南東約 180km。内陸の河川港












けるコンテナ取扱量の合計値は，1996年が 299.3万 TEU，2001年が 725.8万
図 1　サヴォナ港およびカッラーラ港の位置
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TEU，2006年が 954.8万 TEU，2008年が 1049.0万 TEUと増加基調で推移し
ている（図 2）。中枢的コンテナ港湾別の取扱い個数の推移を見ると，ジェノ
ヴァ港は 2000年の約 150万 TEUから 2008年には約 177万 TEUへと約 1.18
倍の伸びを示しており，この間，イタリア 2位の地位を守ってきた。しかし同
時期に同国 1位のジョイアタウロ港は約 1.31倍（約 265万 TEUから約 347万













































（ 3）Valleri, M.A. et al(2007), p.140.









































施設・設備名 施 設 ・設 備 の 規 模 等
クレーン 自走式クレーン（100トン級 3台，40-70トン級 18台）
バース































には 13000トン（全貨物量の 1%），2009年には 336000トン（同 17％）へと増
加している。
（8）
  シーハイウェイの特長は，輸送時間の短縮（道路で 1257km・49時間，海路
で 991km・32時間），輸送コストの節約（道路で単位あたり約 1700ユーロ，
（ 7）Luigi Bosi氏は，「カッラーラはコンテナをあまり愛していない」と表現された。








































































施設の名称または用途 施 設 の 規 模 等
鉄鋼ターミナル 長さ 292m，水深 12m，倉庫面積 8800㎡，ヤード 2万㎡
木製品ターミナル 長さ 360m，水深 15m，倉庫面積 3.4万㎡，ヤード 2.5万㎡
液体貨物ターミナル 長さ 300m，水深 15.5m，タンク 27本
自動車ターミナル 長さ 290m，水深 15.5m，倉庫面積 1万㎡，ヤード 5万㎡
穀物ターミナル 長さ 390m，水深 15.5m，倉庫面積 1.5万㎡
ドライバルクターミナル 水深 15.5m，倉庫面積 2万㎡，ヤード 3000㎡
セメント・穀物ターミナル 長さ 128m，水深 11m，サイロ 6.1万㎡
石炭・産業用ドライバルク
ターミナル 長さ 300m，水深 19.5m，デポ 5万㎡，ヤード 25万㎡
クルーズ船ターミナル 3バース（総延長 775m，水深 9m）ターミナルビル面積 8500㎡



















（長さ 240m・水深 10m，長さ 465m・水深 14.5m，長さ 180m・
水深 9m）
果物用のリーファー倉庫面積 2.7万㎡，13500パレット収容可





フェリーターミナル 4つの Ro-Roバース（水深 9.5m），駐車ヤード 4.5万㎡，税関倉庫面積 1500㎡
ロジスティクスセンター 敷地面積 21.3万㎡（将来計画 35万㎡），倉庫面積 6万㎡（うちリーファー 1.5万㎡）
原油荷揚げ用施設群 タンク容量 58万㎥







































（11）Valleri, M.A., Lamonarca, M., and Papa, P. (2007)および Ferrari, C., and Musso, E.(2011).
施設の名称や用途 施 設 の 規 模 等
コンテナターミナル
2バース
（長さ 400m・水深 22m，長さ 300m・水深 15m）
ポストパナマックスクレーン 6基（14000TEU船に対応）
電動トランステナー 24基
バルクターミナル 石炭用　水深 22m，　原油用　水深 12.5m
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